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社会インフラのグローバルニーズに応える
社会・産業システム

Hitachi’s Latest Social and Industrial Solutions for Global Infrastructure Needs

が挙げられる。日立グループは，これらの
グローバルなニーズに，技術，製品，エン
ジニアリング，開発力を含めた総合力で応
えていく（図1参照）。

地球温暖化
国際的な課題の一つに地球温暖化対策が
挙げられるが，一方で，世界のエネルギー
消費量は増加し続けており，2030年には
1990年の約2倍となる見通しである（図2

参照）。特に，新興国である中国，インド
では著しい伸びが予想される。このような
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低炭素社会に向けた課題と
社会イノベーションのニーズ

急速な経済成長を続ける新興国は，成長
の継続とCO2削減などの環境対策という
相反する課題に向き合っている。社会イン
フラの柱であるエネルギー，水，鉄道など
に対する量と質のニーズは人口増加と経済
発展に伴い急拡大しており，資源の再利用
を含めた有効活用に加え，安全・安心，高
信頼性など，高次元のイノベーションニー
ズとして急浮上してきている。
大きな課題の特徴としては，以下の分野
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図1│日立グループの社会インフライノベーション事業
社会インフラのグローバルニーズは，安全・安心，高信頼性など，高次元のイノベーションニーズに変化している。日立グループは，これらに対して総合力
で応えていく。
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情勢の下，低炭素社会の実現に向けて，多
方面での新たな技術革新とともに，個々の
技術・製品にとどまらない総合的な環境ビ
ジネスに注目が集まっている。

水資源不足
水資源不足は気候変動に伴う降雨量偏在

化だけでなく，新興国の経済成長，人口増
加など，複数の要因が複雑に絡み合って起
きている。
現在，約11億人が安全な水にアクセス

できず，そのうち7割の人口はアジアに集
中している。国連（国際連合）では2050年
までに，世界人口の　が水ストレスに直面
すると予測している 1）。新興国向け水事業
は急激に成長するものと予想され，その市
場規模は，2025年には100兆円に拡大す
るとの経済産業省の報告もある 2）。

都市集中化
高い経済成長率を維持し，世界経済を牽

（けん）引する新興国では，都市集中化が
加速度的に進んでおり，1950年は16.8%

であった東アジアの都市化率は2005年に
38.9%，2025年には50%を超える見込み
である。急激な都市化に伴い，廃棄物など
による大気汚染や土壌劣化，水質汚濁，人
口密集による混雑や電力不足といった問題
が起き，上下水道施設，道路・鉄道，発電
施設などの社会インフラの整備が急務と
なっている。

日本のCO2削減動向
　日本政府が，国連気候変動首脳会合で
CO2などの温室効果ガスを2020年までに
25%（1990年比）削減目標にすると表明し
たこともあり，今後は日本企業の環境対策
が一気に加速すると予想される。現在，政
府の後押しもあり，再生可能エネルギーの
太陽光発電・風力発電市場が伸びている。
また，CO2削減を目標とした設備更新の
検討も増えており，省エネルギー設備投資
の拡大が期待できる（表1参照）。
一方，日本の省エネルギーはすでに他国

よりも進んでおり，国内のCO2削減対策

には限界があるため，製造拠点を海外へ移
す動きが始まっている。日系企業の海外向
け設備投資は活発で，2015年までは年間
3,500億円規模で継続すると予想されて
いる。

新興国の経済成長性と市場動向

統計データに見る経済成長性
中 国 は 2010 年 以 降 もGDP（Gross 

Domestic Product）成長率10%近くを維持
すると見込まれ，続くインド，ベトナム，
インドネシアも5%以上の成長が予測され
ている 3）（図3参照）。ブラジル，トルコは
今回の経済不況の影響を受け，2009年で
後退しているが，2014年には5%近くま
で回復する見通しであり，2014年以降も
成長が続く見込みである。
人口の規模は，中国とインドが圧倒的に

高く，一人当たりGDPを見ても，高い成
長性が見られる（表2参照）。
ベトナム，インドネシアの人口も増加傾

向にあり，一人当たりGDPの成長性も高
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図2│世界のエネルギー消費推移
世界のエネルギー消費量は増加し続けており，2030年には，1990年の約2倍に達すると予想さ
れている。

注：略語説明　OECD（Organisation for Economic Co-operation and Development：経済協力開発機構）

表1│目的別設備投資構成
省エネルギー関連の設備投資の割合が高まっている。 （単位：％）

生産能力
増強

更新・
維持補修 環境関連 合理化・

省エネルギー化 研究開発 その他

2008年度 45.4 18.4 4.1 10.3 9.1 12.6

2009年度 34.1 25.5 5 12.6 8.8 14.1

出典：日本政策投資銀行「設備投資計画調査」より作成
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いため，中国，インドに続いて高い経済成
長が見込める。

社会インフラ整備状況に見る市場動向
新興国では高度経済成長により，急速に
都市化が進んでいる。それに伴うインフラ
整備において，どのような事業に投資して
いるかを整理した。中国，インドは，水処
理（上下水道，産業廃水処理，工業用水，
農業用水ほか），エネルギー関連（発電設備，

Oil & Gasほか），交通など全分野に対し
て積極的に投資を行っており，成長性も高
い。水処理の整備で見ると，インド，ベト
ナム，インドネシアは都市部でも各家庭へ
の水道配備率がまだ低く，今後の成長性を
加味すると上下水道の整備に大きな投資が
見込まれ，水事業は今後成長する市場と言
える（表3参照）。
また，GDPとCO2排出の観点で分析す

ると，新興国は日本の7～10倍のCO2排
出率（CO2総排出量／GDP）となっており，
エネルギー分野においても日本の省エネル
ギー技術が貢献でき，事業機会は大きい。
総合的な社会インフラ関連の投資を比較
すると，2005年～2015年の年平均成長率
は，日本1.5，米国2.7，英国2.4，ドイツ1.6

などの先進国に対し，新興国は，中国7.2，
インド6.2，ベトナム6.6，インドネシア5.2，
UAE（アラブ首長国連邦）4.6など，先進
国と比べ数倍の伸び率となっている。

日立グループの社会インフラ事業
日立グループは，これらのグローバル
ニーズに応えることのできる技術，製品，
エンジニアリング，開発力を有している。
例えば，水処理（上下水，海水淡水化ほか），
電力（原子力発電，ガスタービン，太陽光
発電，風力発電，アモルファス変圧器ほか），
交通（車両，信号設備，運行管理システム
ほか），Oil & Gasなどの分野に関連する
製品・システム，また，リチウムイオン電
池，データセンター，社会インフラの利便
性や省エネルギー効果を高めるスマートコ
ミュニティ関連技術などを開発，提供して
いる。
今後は，日立グループの総合力を生かし，
顧客との協創を通じて，顧客の経営に貢献
できるトータルソリューションを展開し，
グローバルに社会インフラ事業を拡大して
いく。
次に，社会インフラ事業の代表的な事例
として，エネルギー分析に基づくCO2削
減の取り組み，環境配慮を重点的に組み込
んだ最先端技術（鉄鋼，交通，電力ほか），
限られた資源の有効利用をめざす循環型社

表2│BRICs諸国，VISTA諸国の成長性
中国，インド，ベトナム，インドネシアでは，一人当たりGDPでも高い成長が見込まれている。

人口 1人当たりGDP

2010年（千万人） 成長性（％）
2010～2020年 規模（億ドル） 成長性（％）

2008～2014年

中国 135 0.5 3,259 10.9

ブラジル 20 0.9 8,295 4.5

ロシア 14 －0.5 11,807 4.5

インド 121 1.5 1,017 6.5

ベトナム 9 1.1 1,042 7.5

インドネシア 23 1.1 2,239 5.9

アルゼンチン 4 1.0 8,171 0.2

トルコ 8 1.1 10,479 1.5

南アフリカ 5 0.8 5,685 2.8

注：略語説明　 GDP（Gross Domestic Products），BRICs（ブラジル，ロシア，インド，中国），
VISTA（ベトナム，インドネシア，南アフリカ，トルコ，アルゼンチン）
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図3│新興国経済成長率の推移（予測）
新興国の経済成長率の推移（予測）を示す。中国・インドをはじめ，2014年以降も成長が続くと
みられている。

注：略語説明　IMF（International Monetary Fund：国際通貨基金）

表3│世界の水用途とシェア
都市部を中心に，上下水道の整備に大きな投資が見込まれている。

2000年 2025年
増加率（％）

取水量（km3/年） シェア（％） 取水量（km3/年） シェア（％）

農業用水 2,605 66 3,189 61 22.4

生活用水 384 10 607 12 58.1

産業用水 776 20 1,170 22 50.8

その他 208 5 269 5 29.8

合計 3,973 100 5,235 100 31.8

出典：経済産業省ほか
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会の実現に向けた取り組みを中心に紹介
する。

エネルギー分析に基づくCO2削減の取り組み

製造業分野における最適な
省エネルギーシステム
日立グループは産業分野において，事業

軸（総合力，グローバル化など），研究軸（設
備機能最適化，シミュレーションなど），
製品軸（性能，価格など）の三つの軸を基
準にした事業展開を推進しており，環境対
策では，以下の三つのポイントを重視して
いる。
（1） 工場設備の省エネルギー対策と最適な
解決策
工場設備の省エネルギー対策では，エネ

ルギー効率の向上，省エネルギー運転の実
現，エネルギー平準化，CO2の削減，投
資負担の低減などを考慮する必要がある。
日立グループは，各エネルギーの使用量，
各用役設備の運用状況，各用役設備の仕様・
系統の3点について，実態把握を目的とし
て調査，シミュレーションを行い，その結
果に基づき，顧客の設備利用に対して最適
な提案を行っている。
例えば，既設の冷温熱源設備に対して，

自家発電や圧縮機の冷却水を熱源とした吸
収式ヒートポンプ（a），各種排熱回収設備
と吸収式冷温水機などをトータルで提案
し，最適なエネルギー消費のシミュレー
ションを行い，省エネルギーシステムを実
現するというアプローチである。
（2） ECS（Energy Control System）の導入
省エネルギーにかかわる設備は，システ

ムが複雑になればなるほど，最適な省エネ
ルギー運転方法について深く検討する必要
がある。このようなケースでは，需要予測・
運転計画をベースにしたECS導入を提案
し，計画的な省エネルギーを実現している。
代表的な需要予測の手法例として，モデル
ベース推論（MBR:Model-based Reasoning）
がある。この手法は監視装置などで過去の
実績データを蓄積している場合に，特に有
効である。このように実設備の運転状況を

ベースにしたECSは，当日の生産量に合
わせたプロセス蒸気と冷暖房負荷を予測し
て，CO2を最小とする冷熱源機器を選択
し，最適な省エネルギー運転を行うことが
できる。
（3） 石油製品・化学部門のCO2削減
産業部門別のCO2排出量で，石油製品・

化学部門の割合は約14%に達し，鉄鋼の
約39%に次いで多い。石油製品・化学部
門の製造業では，生産品目の見直し，プラ
ントの統合化などに伴い電力・熱（蒸気）
の使用バランスが変化しているほか，近年
の燃料価格の上昇により，ユーティリティ
全体の見直しが進められている。石油製品・
化学産業ではプロセス蒸気を利用した蒸気
タービン駆動のポンプ，コンプレッサが使
われている場合が多い。既設コンプレッサ
の高効率化，蒸気タービンの更新，電力・
熱のバランス変化といった検討の中で，蒸
気タービン駆動を電動化する検討も積極的
に提案している。また，生産設備と用役設
備を含む顧客プラント全体でのCO2削減
を実現する運用制御や，CO2動態管理を
可能とするカーボントレーサビリティ（b）

などの新技術開発を積極的に進めている。
さらに，初期投資の削減などファイナン
スも含めた相談にはESCO（c）での事業を，
運転・保守を含めた相談にはO&M

（Operations and Maintenance）での事業な
ど，顧客目線でのサポートメニューを幅広
く用意している。

パワーエレクトロニクスによるCO2削減
電力・産業の社会インフラの基礎となる
のが電源と，その電源で駆動される電動機
械である。パワーエレクトロニクス（d）は，
再生エネルギーを含めた電力分野ならびに
産業分野におけるCO2削減のキーコン
ポーネントとなっている。日立グループは，
電力，産業，交通，家電などの幅広い分野
で，パワーエレクトロニクスと制御技術，
さらには，それを構成するパワーデバイス
などの融合技術により，CO2削減と利便
性を両立した製品やシステムを数多く提供
している。

（a）ヒートポンプ
圧力が高まると温度が上昇し，圧力が
低下すると温度が下がるという気体の
原理を利用した熱移動システム。従来
から利用されてきたエアコン，冷蔵庫
のほか，近年は給湯器にも応用されて
いる。特に暖房や給湯の場合，空気中
の熱を集めて圧縮し，熱源として利用
するため，ヒートポンプの動作に使用
する電力エネルギーの3倍以上を熱エ
ネルギーとして利用できる。

（b）カーボントレーサビリティ
製品の開発から，製造，流通，廃棄ま
での各段階におけるCO2排出量を追跡
可能にするシステム。

（c）ESCO
Energy Service Companyの略。省エ
ネルギーに関する包括的なサービスを
提供し，顧客の利益と地球環境の保全
に貢献するビジネス。省エネルギー効
果の保証などにより，顧客のエネル
ギー費用削減額（メリット）の一部を
報酬としてESCO事業者が受け取る。

（d）パワーエレクトロニクス
電力用半導体素子（パワー半導体）を
用いて電力を制御する装置，およびそ
の応用システム技術。代表的なものと
して，電流を交流から直流に変換する
整流器，直流から交流に変換するイン
バータ，パワーコンディショナーなど
がある。照明器具，エアコン，冷蔵庫
などの家電製品から，エコカー，鉄道
車両や変電設備，産業用機器，発電・
送電設備まで，幅広い製品に実装され，
省エネルギーや性能向上に貢献してい
る。
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（1） 産業・交通・施設分野
一般に工場では，使用電力の約60%が
ポンプやファンなどの電動機で使用されて
いる。電動機はインバータ制御で可変速運
転にすることにより，大幅な省エネルギー
が図れる（図4参照）。日立グループでは，小
容量の汎用インバータから60 MVAのメガ
ドライブまで，幅広い製品ラインアップで，
産業分野の省エネルギー化に貢献している。
また，鉄鋼分野に代表されるように製品
の高品質，高機能，軽量化，省エネルギー
などのニーズに応えるため，製造設備自体
も，多様化，高精度化している。それに対
応すべく変換器の高効率化，高密度化，高
調波低減を実現し，さらには電気－機械系
シミュレーションとシミュレータでの検証
によるトータルドライブソリューションを
提供をしている。
輸送分野では，鉄道分野での回生エネル
ギー有効活用のための蓄電池システムの製
品化や，ハイブリッド駆動システムの導入
を進めている。また，大型ダンプトラック
などの建設機械や船舶の電気駆動などによ
る省エネルギー化も進めている。
施設分野においては，情報処理・通信技
術の発展・普及に伴い，IT機器が爆発的
に増加し，データセンターの消費電力も急
激に増加している。日立グループでは，
2012年までにデータセンターの消費電力
を最大50%削減することを目標とした
CoolCenter50を推進している。UPS（e）の
代表的な製品であるUNIPARAの導入や，

空調機を含めた全体最適化の中で，パワー
エレクトロニクス技術が重要な役割を果た
している。
（2） 電力分野
電力分野では，風力，太陽光発電用の

PCS（Power Conditioning System:パワーコ
ンディショナー）や，これらの大量導入に
伴う電力系統の電圧と周波数変動をリアル
タイムに抑制し，安定化させる電圧安定化
設備，そして，超高圧大容量の電力流通設
備に至るまで，幅広い領域で日立グループ
のパワーエレクトロニクスが活躍している
（図5参照）。
さらに，これらのパワーエレクトロニク
ス機器のキーコンポーネントであるパワー
半導体についても，機器の高効率化，高機
能化，長寿命化に向けて開発を推進してい
る。代表例である IGBT（f）では，大電流化
（3,600 A），高耐圧化（6.5 kV），最大接合
温度のアップ（150℃）や熱抵抗低減技術
を開発し，変換装置の大容量・小型化に寄
与する素子を提供している。素子の大容量
化に加え，IGBTの直並列回路技術により，
今後 IGBTを使用した電力変換装置は，
いっそうの大容量化が進み，さらなるCO2

削減と高性能化の両立が可能となる。

環境配慮型の最先端技術
Oil & Gas分野

Oil & Gas分野の市場動向と
日立グループの取り組み
　世界市場に見る長期的なエネルギー消費
の拡大傾向と，地球環境問題との並立する
課題に直面している現在，Oil & Gas資源
を取り巻く環境も著しく変化している。
　需要面では，人口の増加と新興国を中心
とした経済発展に起因するエネルギー消費
の増大に伴い，石油・天然ガス資源の囲い
込みをねらった活発な資源外交が展開され
ている。供給面では，限られたOil & Gas

資源の価値の最大化と持続的な有効活用，
未開発鉱区への着手と投資の拡大，さらに
は化石燃料に代わる新エネルギーの開発な
どに向けた，さまざまな取り組みが積極的
に行われている。

（e）UPS
Uninterruptible Power Systemの
略。無停電電源装置。蓄電池に電力を
蓄えておき，商用電源がとぎれた際に
電力をバックアップする装置。データ
センターでは，商用電源の瞬時電圧低
下や電圧変動などの不安定な電源環境
がサーバ設備，情報通信機器の誤動作
や停止の原因となることから，UPSが
重要な役割を担っている。

電動機回転数

インバータ制御

調整弁による制御

省エネルギー
効果

消
費
電
力

図4│ポンプやファンの省エネルギー効果例
ポンプやファンの稼動をインバータ制御した際の省エ
ネルギー効果を調整弁による制御に比べて示す。

（f）IGBT
Insulated Gate Bipolar Transistor
の略。絶縁ゲート型バイポーラト
ランジスタ。バイポーラトラン
ジ ス タ とMOSFET（Metal Oxide 
S e m i c o n d u c t o r  F i e l d  E f f e c t 
Transistor）を組み合わせた半導体素
子。高耐圧でありながら導通損失を低
減でき，大容量インバータ機器の主力
デバイスとなっている。
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　一方，地球温暖化防止や環境負荷低減の
必要性により，上流の資源開発の分野から
末端の最終製品の消費に至るOil & Gasバ
リューチェーンのすべてにおいて，CO2

の排出量削減と省エネルギー対策が急務と
なっている。
　これらを背景として，日立グループが提
供するOil & Gasプラント向けの主要な設
備やシステムにおいても，生産効率・稼動
率や保守性の向上，さらなる設備導入コス
トの削減などへの対応が求められている。

ライフサイクルコスト低減をめざす圧縮機
Oil & Gas分野で用いられる遠心圧縮機（g）

は高い信頼性に加え，ライフサイクルコス
トの削減が重視されており，長期的な効率
の維持と運転範囲の拡大が求められてい
る。これらのニーズに応えるため，日立グ
ループでは，羽根車に注目し，高効率化・
広作動運転範囲の実現と，Inlet Guide 

Vaneという構造面の改善で負荷変動を許
容する広域運転範囲の実現を達成した。こ
れらの技術は，広い運転範囲が必要なCCS（h）

の用途にも最適である。

ガスタービンのOil & Gas市場への適用
H-25ガスタービンはヘビーデュー

ティータイプの30 MW級のガスタービン
で，1989年の供用開始以来，130台以上
の納入実績がある。

Oil & Gas市場においては，特殊な仕様
やきわめて厳しい条件を求められる。例え
ば，環境，外気燃料ガスの品質，高い性能，
そしてモータ，可変速制御のインバータや
コンプレッサなどとの連係制御，規模に応
じた最適な構築設計などがある。この市場
の高い要求に応えるべく， H-25ガスター
ビンは，次のような特長を備えている。
（1）高い信頼性
（2）環境配慮〔LNC（Low NOx Combustor）
の採用〕
（3）使 用 燃 料 に 対 す る 柔 軟 性（Fuel 

Flexibility）
（4）高い技術力を持ったエンジニアリン
グ力

（5）高性能
アメリカ石油協会が定めたAPI（American 

Petroleum Institute）規格など多くの厳しい
基準や要求がある市場に対して，高い対応
力を備えることにより，グローバルでの納
入実績を数多く積み重ねてきている。

中小規模LNGプラントに対する
トータルソリューション

Oil & Gasプラントでは，既存の生産設
備についても，省エネルギー・CO2排出
削減の改善余地が多く存在する。高圧イン
バータの採用による改善提案を行い，具体
的な省エネルギー方法の提案から導入の評
価に至るトータルプロセスで，質の高いソ
リューションを提供している。トータルソ
リューションの例として，近年脚光を浴び
ている中小規模ガス田の開発に対する
LNG（Liquefi ed Natural Gas：液化天然ガ
ス）プラントの提案例がある。
この提案の特長は，（1）大規模ガス田と

は異なる高効率冷却プロセスの採用，（2）
設備導入コスト低減，（3）発電から液化プ
ロセスまでシステム全体の最適化，（4）エ
ンジニアリング会社との連携・相互補完に
よる双方の強みを生かしたビジネス体制の
構築である。
日立グループは，個々の製品単位での取

（g）遠心圧縮機
遠心力を利用して気体を圧縮する装
置。高速回転する羽根車に空気やガス
などの気体を送り，回転軸に対して垂
直方向に圧縮する。石油精製，石油化
学，肥料製造，天然ガス，製鉄などの
プラントに欠かせない心臓部であり，
さまざまな用途に用いられている。

（h）CCS
Carbon Dioxide Capture and 
Storageの略。火力発電所や天然ガス
鉱山などで発生するCO2を分離・回収
し，安定した地層に貯留，あるいは海
洋隔離する技術。CO2の分離・回収方
法としては，アルカリ性溶液に溶解さ
せる化学吸収，圧力をかけて溶液に吸
収させる物理吸収，気体分離膜を用い
る膜分離などが開発されている。
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出典 ： OECD/IEA「WORLD ENERGY OUTLOOK 2008」より

図5│電力分野におけるパワーエレクトロニクス適用事例
日立グループの電力分野におけるパワーエレクトロニクスの適用事例を示す。

注：略語説明　 BTB（Back to Back：系統間の非同期連系），CYC（Cycloconverter：サイクロコンバータ），
FC（Frequency Changer：周波数変換器），HVDC（High Voltage Direct Current：直流送電），
STATCOM（Static Synchronous Compensator：自励式無効電力補償装置），
IGBT（Insulated Gate Bipolar Transistor：絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ）
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り組みに加え，機械・電気設備一体の強み
を生かしたトータルソリューションの提
供，グローバルパートナーとの連携による
事業の拡大を通して，Oil & Gas分野での
貢献範囲を拡大していく。

環境配慮型の最先端技術
鉄鋼分野

鉄鋼製品の需要拡大に伴い，世界各地で
新規圧延（i）設備建設が進んでいる。鉄鋼シ
ステムは，圧延機とその付帯機器で構成さ
れる機械設備，大容量のドライブシステム，
PLC（Programmable Logic Controller），プ
ロセスコンピュータ，基幹制御LAN（Local 

Area Network）などで構成する大規模で複
雑なシステムである。鋼板に対して，板厚
としてμmオーダーの制御精度を実現する
ため，高速かつ高精度な制御技術が求めら
れる鉄鋼制御システムには，常にその時代
の最先端の計算機制御技術を適用してきた。
一方，原料高や地球環境への配慮から，
近年では，高品質の鋼板を安定生産するだ
けでなく，圧延の高効率化により，省エネ
ルギーや製品歩留り向上を実現する要求が
高まっている。
これらのニーズに応えるため，日立グ
ループは，圧延設備メーカーである三菱日立
製鉄機械株式会社（以下，MHMMと記
す。）と共同で，機械設備と電気制御を一
体としてとらえ，システム全体の高効率圧
延と高品質化を追求した大規模鉄鋼システ
ムを，世界各地に数多く納入してきた。特
に，連続式酸洗冷間圧延システム（PL-

TCM）では，世界的に高いシェアを占め
てきた。PL-TCMは酸洗設備と圧延設備
を連続化することで，年間150万 t前後の
高い生産性と高品質を実現する設備で，
2000年以降だけでもMHMMと共同で，
15基を超える新設のPL-TCMを世界各地
に納入している。
近年，日立グループとしては，熱間圧延
設備への取り組みを強化しており，
MHMMと共同研究を推進し，機械・電機
制御の知見を融合したシステム開発を進め
てきた。代表的な成果として，2009年に

商用運転を開始した韓国・東部製鐵社納め
熱間圧延機がある。これは2基の粗ミルと
5基の仕上げミルで構成されるタンデム圧
延設備であり，日立グループとして取り組
んだ海外初の熱間圧延システムである。こ
の設備では，最新のモータドライブの適用
で，機器レベルの高効率化を推進するとと
もに，共同で開発した最新の板厚制御や温
度制御により，鋼板歩留りの向上を追求し
ている。また，生産プロセス全体としても，
スクラップを電気炉で溶かして原料とする
資源循環型の設備であるとともに，連続鋳
造機で抽出した高温のスラブをそのまま圧
延することにより，高いエネルギー効率を
実現している。

環境配慮型の最先端技術
鉄道分野

日立グループは，鉄道輸送の環境性を高
める技術開発を精力的に進めている。ここ
では，その中から消費エネルギーの低減と
車両のリサイクルに関する技術開発を取り
上げる（図6参照）。
消費エネルギーの低減では，回生電力を
有効利用するシステムとアルミ車体による
軽量化での省エネルギーが代表的なもので
あり，車両のリサイクルに関しては，アル
ミ材料の再利用性の向上に取り組んでいる。
回生電力の有効利用は，非電化区間を走
行するディーゼル車両のハイブリッド駆動
システムと，電化区間での回生ブレーキに
よる発電エネルギーの有効活用システムを
開発することで実現した。車体技術につい
ては，従来から日立グループが提唱してい
るA-trainコンセプトがある。A-trainの
Aは，Advance，Amenity，Ability，および
Aluminumを統合的に表したものであり，
「環境負荷の軽減」，「ライフサイクルコス
トの低減」，「快適性」を追求するコンセプ
トである。A-trainは，快適性を求め，車
内外の低騒音化などの開発に取り組んでき
た。さらに，環境負荷をより低減するため，
ハイブリッド駆動システムにいち早く取り
組み，主回路インバータの回路技術，独自
のリチウムイオン電池を利用した連携制御

（i）圧延
鉄鋼製品の製造において，精錬され，
一定の形状に鋳造された半製品を，最
終製品の鋼板に加工するプロセス。圧
延プロセスは，再結晶温度以上の高温
で鋼材を押し延ばす熱間圧延と，その
後，常温でさらに延ばす冷間圧延に分
けられる。
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技術を進化させることにより，小型・軽量
化・性能向上を図った。軽量アルミダブル
スキン構造体によるシンプル構造は走行消
費エネルギーの削減にも寄与している。ま
た，軽量車体を実現するアルミニウム材料
の再利用技術をパーツごとに徹底し，新地
金を使う場合に比べ，3%のエネルギーで
再利用できるアルミニウム地金として活用
している。
これらの技術をベースに積極的に海外へ

進出を図っており，英国の初の高速列車
（Class395）をはじめ，台湾，韓国などで
実運用され，好評を博している。

環境配慮型の最先端技術
水ソリューション

環境に配慮した安全でおいしい水の提供
日立グループは，1世紀近くにわたり，
先進技術や製品信頼性に基づいた「安全で
おいしい水」を提供するための数多くのソ
リューションを国内外に提供してきた。
　水道は量から質の時代，すなわち「安全
でおいしい水」の時代へと転換している。
2008年5月に厚生労働省が策定した「水安
全計画策定ガイドライン」に先駆けて，
HACCP（j）手法を応用した水安全管理シス
テム（水道HACCP）を開発し，水道事業

体の水安全計画策定を支援する環境を整
えた。
技術開発においては，積極的に産官学プ

ロジェクトに参画しており，2005年～
2007年には財団法人水道技術研究セン
ターが推進したe-WaterⅡプロジェクトに
参画した。このプロジェクトで日立グルー
プは，水質変動が大きな水系に対応する技
術として，高度シミュレーション技術を活
用した制御技術と，独自の膜損傷検出によ
る安全性確保技術を開発し，運転管理コス
トや環境負荷の低減を図った。
また，世界的な課題である水環境への排

出負荷低減に対しては，下水処理場におけ
る環境負荷，水質目標，運転コストを運転
制御によって最適化することで，地球温暖
化に寄与するCO2やN2O（一酸化二窒素）
の発生量を低減できるローエミッション下
水処理制御技術を開発し，実証を進めてい
る。さらに，水循環利用促進に寄与できる，
オゾンマイクロバブル（k）による下水再生
処理システムを開発済みであり，国内外へ
の提供を予定している。

広域化・情報システムへの対応
都市インフラとしての国・自治体の施策

や市町村合併などにより，水道の給水区域

回生電力の有効利用

電力変換 ・ 制御エンジン ： 非電化車両
（ハイブリッド駆動）

蓄電池盤

エネルギー
の有効利用

車体の
省エネルギー ・
省資源

（蓄電装置の
 地上接地方式）

蓄電池式回生電力吸収装置
（神戸市交通局納め）

（電化区間）

ブレーキ時
のエネルギー
回収

回生電力蓄電装置（蓄電モジュール）

環境負荷低減技術

A-train

アルミダブルスキン構体

・ ・ 消費エネルギー低減（軽量化）
・ ・ 溶接エネルギー低減

アルミダブルスキン構体
・ ・ 新地金の3％のエネルギーで
  アルミ地金をリサイクル
・ ・ アルミ合金の種類統一化による
  再利用の容易化

アルミ再利用技術

図6│鉄道分野における環境配慮型の最先端技術
日立グループの最先端技術により，環境負荷低減と回生電力の有効利用を実現した。

（j）HACCP
Hazard Analys i s  and Cr it ical 
Control Pointの略。食品の製造プロ
セスで，原料受け入れから製造・出荷
までのすべての工程において，あらか
じめ起きうる危害を予測し，その発生
を防止するための重要管理ポイント
（Critical Control Point）を継続的に
監視・記録する衛生管理手法のこと。

（k）オゾンマイクロバブル
マイクロバブルは，直径が10～40 µm
の微細な気泡で，通常の気泡に比べて
液中での滞留時間が長く，気泡どうし
が結合しないなどの特殊な性質を持
つ。オゾンマイクロバブルは，水に溶
けにくいオゾンをマイクロバブル化す
ることにより水中に拡散させ，水中で
も高い殺菌効果やウイルスの不活化
効果を発揮できるようにしたもので，
高度な水処理方法として期待されて
いる。
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の拡大や下水道の処理区域拡大が進み，そ
れに応じてポンプ機場など多数の施設や配
管網が段階的に整備されてきた。その結果，
特に大都市では，複雑なシステムの維持管
理が必要となっている。一方，人口減少時
代に入った今日，施設や人員などの運営リ
ソースの効率的な運用がいっそう求められ
るようになっている。
給水台帳や下水道台帳などの管路維持情
報の高度化ニーズに対しては，管路情報シ
ステムAQUAMAPのコンピュータマッピ
ング技術を応用し，管路・地形などの図形
情報と属性情報をデータベース化し，検索・
集計のほか工事設計支援・工事に伴う断水
区域表示など，幅広い応用技術により応え
ている。また，東京都が推進する下水道管
渠（きょ）光ファイバネットワーク整備
（SOFTPLAN:Sewer Optical Fiber Teleway 

Network Plan）に中核企業として参加して
おり，運転・雨量・画像情報などを都庁ネッ
トワークシステムに接続し，情報インフラ
として重要な役割を果たすとともに，広域
システムへの対応技術を進化させている。

事業形態の変化への対応
上下水道分野の事業環境は，規模拡張か
ら維持・持続の時代へと移行している。事
業形態については，持続可能な経営形態へ
の移行が重要な課題となっており，民間の
ノウハウや経営手法を活用した官民連携，
いわゆるPPP（Public-private Partnership）
が注目されている。
日立グループでは，長年にわたる技術開
発，製品やシステムの提供，保守や維持管
理の経験を基に，PPP領域でのソリュー
ション提供に取り組んでいる。事例として
は，ファイナンス，施設の設計・建設から
長期維持管理までを行うPFI（Private-

fi nance Initiative），浄水場の運転監視操作・
保守管理・ユーティリティ調達などを一括
して受託する包括委託，浄水場の運転監視
などを行う部分委託などの実績があり，今
後も水環境ソリューションの提案を通じ
て，持続可能な上下水道事業に寄与してい
く考えである。

「水の世紀」におけるグローバル対応
新興国を中心とした水需要の増大，水質
汚染などに伴い，水資源に関するニーズは
今後世界各国でますます高まると考えられ
る。21世紀は「水の世紀」とも言われてお
り，水資源の確保が重要な課題である。
日立グループは，エジプトの砂漠緑化事
業の一環としてムバラクポンプ場の建設や
アラブ首長国連邦のドバイで水再生事業を
稼動させるなど，世界で貢献してきている。
また，モルディブの上下水道運営に参画す
るなど，運営・管理ノウハウの蓄積も進め
ており，トータルソリューションを提供し
ていく。
その中核となるのが「インテリジェント
ウォーター」構想である。これは，日立グ
ループの高度な水処理システムに，先進の
情報制御技術を融合させ，地域全体の水循
環を効率化しようとするものである。日立
グループは，この構想を通じて，世界の水
環境における課題解決に貢献していく考え
である。

資源循環型事業に向けた取り組み

「資源の循環的利用」においては家電リ
サイクルなどに取り組むとともに，金属や
プラスチックなどの材料系の資源循環にも
積極的に取り組んでいる。
希土類磁石は，パソコンのHDD（Hard 

Disk Drive），ハイブリッド車モータなど
に使われており，低炭素社会実現のキー材
料であるため，今後需要が増大し，調達が
困難になる可能性がある。そこで，モータ
やHDDから，希土類磁石を物理的に分離
回収する技術を開発するとともに，回収し
た希土類磁石を効率的にリサイクルして，
採掘時の環境負荷の低減もめざしている。
省電力変圧器の代表としてアモルファス
変圧器がある。日立グループでは，廃棄さ
れたアモルファス変圧器を回収し，精錬会
社と日立金属株式会社が協力してリボン状
のアモルファスにリサイクルし，鉄心材料
として製造者の株式会社日立産機システム
が循環再利用するシステムを構築している。
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1） World Health Organization:Millennium Development Goals（2000.9）
2） 経済産業省：我が国水ビジネス・水関連技術の国際展開に向けて ―「水資源政策研究会」取りまとめ―（2008.7），
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ガラス繊維を強化材とする繊維強化プラ
スチックは，リサイクルが困難であった。
そこで，日立化成工業株式会社は常圧溶解
法を用いてガラス繊維ならびに炭素繊維を
製品原料として再利用する技術を開発し，
環境影響評価ならびに経済性についても良
好な結果を得ている。
材料のリサイクルは，新たな資源を地下

から採掘せず，省エネルギーでかつ採掘時
の環境破壊もない。環境に配慮した循環型
社会の実現に向け，日立グループでは，金
属やプラスチックなど基盤材料にかかわる
サステイナブルな事業を推進していく。

社会インフライノベーション事業への貢献

環境，経済，資源などの多くの課題をグ
ローバルで共有する時代になり，従来の社
会インフラに求められるものが大きく変化
してきている。日立グループは，これに応
えるために社会インフライノベーション事
業に注力していく方針であり，水，産業，
交通はその中核の一つである。
日立グループは，本年，創業100周年を

迎えたが，これを機にグループの技術と英
知を結集し，多くの国や地域，特に新興国
が世界と調和して発展できるように支援す
ることで，グローバルな視点を持って社会
インフラに貢献し続けていく考えである。


